
 
 

 
報道各位                                2025年 10月 31日 

株式会社日本能率協会コンサルティング 
株式会社日本能率協会マネジメントセンター 

株式会社日本能率協会総合研究所 
株式会社ジェーエムエーシステムズ 

 
JMAホールディングスグループ 4 社合同調査 

―『サステナビリティ経営課題実態調査 2025』速報－ 
 
株式会社日本能率協会コンサルティング（本社：東京都港区・代表取締役社長：大谷羊平、以下
JMAC）、株式会社日本能率協会マネジメントセンター（本社：東京都中央区・代表取締役社長：張士
洛、以下 JMAM）、株式会社日本能率協会総合研究所（本社：東京都港区・代表取締役社長：譲原 正
昭、以下 JMAR）、株式会社ジェーエムエーシステムズ（本社：東京都港区・代表取締役社長：坂倉 
猛、以下 JMAS）は、近年の企業経営と社会のキーワードでもある『サステナビリティ経営』の実像
を探るため、4 社合同で『サステナビリティ経営課題実態調査』を実施いたしました。本調査は 2022
年度および 2024年度実施に続いて第 3回目の調査となります。 
 
第 1回目調査では日本企業がサステナビリティ経営を推進するにあたって、経営方針に他社との違い
を明確に表現し、企業理念・パーパス・ビジョンを再構築・再検討している姿が伺えました。 
続く第 2回目調査では、バリューチェーン上の企業の巻き込みや人的資本に課題は残るが、マテリア
リティの特定や数値目標の設定が進むなどサステナビリティ経営の当たり前水準が明確になってきて
いる傾向がありました。 
今回実施をした第 3回調査では、サステナビリティ経営へ向けた『企業文化変革』への機運がさらに
高まっている様子が見て取れました。目指す姿を数値目標化することは当たり前となりつつあるが投
資回収期間の基準は明確でない企業も多く、また管理職・一般職層の当事者意識もこれまでの調査の
中で最も低くなっており、推進がさらに進んでいることが伺えるものの議論余地がまだあることが伺
えました。 
本調査は 11月の最終報告に向けてさらに分析を進めております。 
なお、最終報告版とあわせて、本調査における課題と今後の展望について解説を行うセミナーも企画
予定です。 
以下、速報版としてご報告いたします。 
 
【本調査に関する取材問い合わせ先】 
株式会社日本能率協会コンサルティング 
ビジネスイノベーション本部 広報担当：豊島 涼子 
TEL: 03-4531-4307   携帯：080-9356-5138  
E-mail: ryoko_toyoshima@jmac.co.jp 
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サステナビリティ経営の推進、次の焦点は「企業文化変革」へ 

 

＜ポイント＞ 

【目指す姿を数値目標化することは当たり前、投資回収期間の基準は明確ではない】 

1. サステナビリティ経営目標のうち数値目標を設定している割合が 50％～100％の企業は、

前々回・前回から増加傾向にある（図 1）。東証プライム企業では、8割近くが 25％以上の数

値目標を設定（図 2）。 

2. サステナビリティに関する数値目標が会社の目指す状態を適切に現していると思う割合

は、東証プライム企業では前回より増加し、7 割超が肯定的（図 3）。 

3. サステナビリティ関連事業の投資回収期間の基準がない企業が半数近く、非製造業では過

半数を占める（図 4）。 

【プライム企業は、事業創出のために社外に目を向ける傾向が強い】 

4. サステナビリティ推進に関する事業創出のために取り組んでいることを見ると、東証プライ

ム企業の半数近くがオープンイノベーションを推進しており、プライム以外の企業と大きなギ

ャップがある（図 5）。 

【企業文化醸成への動きが高まるものの、具体的な取り組みは依然として課題】 

5. 自社ですでに取り組んだことや現在取り組んでいることについては、2023 年と比べて「企業

文化醸成」が 10 ポイント以上増え、選択率が過半数を占めている（図 6）。 

6. サステナビリティ経営実現のための人事領域の課題は、「経営戦略と連動した人事戦略の

策定」が前回と同様に最重要課題と認識されているが（図 7）、プライム企業においては、

「企業文化変革」が 2 番目に重要な課題となっている（図 8）。 

7. 人的資本経営関連の施策としての「ダイバーシティ推進」や「従業員エンゲージメントの推

進」への取り組みは、前回同様に十分に進んでいないとの認識されている。これらは企業

文化の醸成にも関連しており、引き続き有効な施策の策定・推進が求められる（図 9）。 

【管理職・一般職層の当事者意識は 3 回調査の中で最も低く、当事者意識向上の取り

組みは内向きのまま】 

8. 管理職層・一般職層それぞれの当事者意識の高さについては、3 回の調査において、今回

が最も低い結果となっている（図 10）。また、当事者意識を高めるために実践していること

は、プライム企業においても「自社のサステナビリティ経営の取組周知」や「社内研修の実

施」が上位を占めており、内向きな施策に留まっている（図 11）。 

【サステナビリティ経営において、ＤＸ技術の活用はあまり進んでいない】 

9. サステナビリティ経営におけるデジタル技術やＡＩ技術の活用の場面を聞くと、全体では「活

用していない」の選択率が最も高くなっている。プライム企業は、「ＥＳＧデータの収集・統

合」の選択率が半数近くを占めており、活用場面はあるものの、データ収集レベルに留まっ

ている（図 12）。 

 

『日本企業のサステナビリティ経営の未来』 

-第３回 サステナビリティ経営課題実態調査 2025- 
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2022年(n=202)

2023年(n=138)

2025年(n=115)

サステナビリティ経営目標のうち、数値目標を設定している割合

100% ７５％～１００％未満

５０％～７５％未満 ２５％～５０％未満

０％ではないが数値目標はほぼ設定していない 数値目標を設定していない

回答できない
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7.7

15.7

21.2
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34.6
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12.2

3.8
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全体(n=115)

プライム (n=52)

サステナビリティ経営目標のうち、数値目標を設定している割合

100% ７５％～１００％未満

５０％～７５％未満 ２５％～５０％未満

０％ではないが数値目標はほぼ設定していない 数値目標を設定していない

回答できない
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適切に現していると思うか

そう思う ややそう思う あまりそう思わない 思わない 数値目標を設定していない 回答できない
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サステナビリティに関する事業において、投資回収期間はいつ頃を基準としているか

１年未満 １～３年未満 ３～５年未満 ５～１０年未満 １０年以上 基準はない 回答できない
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2.7

45.1

35.3

47.1

41.2

21.6

19.6
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自社コア技術の棚卸し

事業の種の可視化・社内共有

オープンイノベーションの推進

社内コンペ・表彰の実施

事業開発テーマの中にサステナ

ビリティのための枠を設定

異能人材の採用・育成

その他

サステナビリティ推進に関する事業を創出するために

取り組んでいること（複数回答）

全体(n=113) プライム (n=51)

（全体の選択率の高い順）
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成

サステナビリティを組み込んだ実行計

画策定

マテリアリティについてＫＰＩ設定

自社のビジョン・パーパスの見直し

その他

サステナビリティ経営について、自社ですでに取り組んだ

こと、現在取り組んでいること（複数回答）

2023年(n=138) 2025年(n=113)

（2025年の選択率の高い順）

*2025年新規
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図 7 

 

 



 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

63.8

42.9

36.2

28.6

24.8

23.8

15.2

15.2

6.7

0.0

71.1

35.6

48.9

26.7

22.2

26.7

15.6

13.3

11.1

0.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

経営戦略と連動した人材戦略の

策定

次世代リーダーの育成

企業文化変革

管理職層の能力向上

自律型社員の育成

ダイバーシティ＆インクルージョ

ンの推進

人事制度の見直し

優秀人材の確保

リスキリング

その他

サステナビリティ経営実現のための、人事領域の

重要な課題（上位３つまで）

全体(n=105) プライム (n=45)

（全体の選択率の高い順）

図 8 

 

 



 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

45.6

30.1

26.5

15.4

22.8

16.2

15.4

5.9

8.1

8.8

2.9

2.2

45.5

26.4

25.5

21.8

19.1

18.2

17.3

9.1

8.2

8.2

6.4

5.5

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

ダイバーシティの推進（女性管理職比

率向上など）

従業員エンゲージメントの推進（従業

員満足度向上など）

環境負荷対応（製品ライフサイクルの

見直し、再生可能原料の採用、省エ

ネなど）

社会への貢献・関わり（社会貢献活動

の実施、地域創生への取組みなど）

顧客エンゲージメントの推進（顧客満

足度向上など）

公正な取引、人権尊重や腐敗防止の

推進（取引先調査の実施など）

人材育成の取組み（各種研修など）
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【調査概要】 

調査目的 日本企業がサステナビリティ経営を推進するにあたっての重要な経営課題を明

らかにするとともに、サステナビリティ戦略や施策決定へ役立てることを目的とす

る 

調査方法 WEB アンケート調査 

調査時期 2025 年 7 月 9 日～9 月 30 日 

有効回答数 115 社 

回答企業 製造業 64 社／非製造業 49 社（その他 2 社） 

上場企業 67 社／非上場企業 48 社 

 

【お問い合わせ先】 

株式会社日本能率協会コンサルティング（JMAC） 

  担当 ： 増田 さやか  info_jmac@jmac.co.jp 

株式会社日本能率協会マネジメントセンター（JMAM） 

担当 ： 荒木 啓介   consultant@jmam.co.jp 

株式会社日本能率協会総合研究所（JMAR） 

  担当 ： 馬場 裕子   HRM@jmar.co.jp 

株式会社ジェーエムエーシステムズ（JMAS） 

  担当 ： 鎌田 裕    mkt-contact@jmas.co.jp   

 


